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社会主義ベトナムは、一九四五
年の独立宣言以来北部ベトナムで、一九七六年の南北の政治的統一以降は全国規模で、旧ソ連型の経済制度たる計画経済に従い、独占な国営工業企業・集団農場を主たる経済主体とする、性急な輸入代替工業化＝重 化を志向し 開発途上国として解決が不可欠な人口・食糧問題を軽視し 経済開発を遂行した。こう た開発戦略の遂行は、東西冷戦下に東側に属し、インドシナ戦争・ベトナム戦争という「熱戦」を戦っ ベトナムにとってほぼ唯一の選択肢であった。とはいえ、途上国たる実情にそぐわない開発戦略を追求した結果、ベトナム 、一九七〇年代末までに、国営工業企業の非効率、集団農場による食糧不足、マ ナス成長に陥った。国際債務残高も、ベトナム戦争の武力的終結（
五年）の後遺症たる国際的孤立のなか、唯一友好関係を維持した旧ソ連圏との貿易において増加の一途をたどった。　
一九八六年以来今日に至る経済
面の三〇年のドイモイは、一九八〇年以来の世界経済全体の市場経済化・グローバル化のなかで（一九八九年冷戦終結） 、上述の初期条件にあったベトナムが ベトナムなりの市場経済化・経済開発を志向し模索してき 過程である。　
この三〇年は、大きく二つの時














糧・食品、消費財、輸出品の増産＝工業化と農業開発の同時遂行へとシフトした（一九九一年第七回党大会では食糧・食品＋農林水産業関連加工工業、消費財、輸出品の増産） 。開発を担う経済主体については、政府の役割の削減＝緊縮財政が要請されるなか、国営工業企業・集団農場による独占 打破＝個人農・民間企業の活用が外国資本のそれも含めて模索された（～一九九五年： 「外資導入法」制定は一九八八年） 。　
改革は、価格改革と財政・金融
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この過程で、集団農場では、一







民所得を一九九〇年比で一〇倍増とし、産業構造を農業中心のそれから工業・サービス業中心 それへと高度化させて、近代的な工業国へと転じることを謳ったこの開発戦略は、しか 当初から「社会的公正・進歩」の即時実現をも同時に力説する社会政策的志向の強いものでもあった。それは くに第八回党大会の政治報告（一九九六年）に顕著 ある。　
その理由としては、第一に、援
助再開＝国際社会へ 復帰とともに、世銀の提起する開発政策 忠実な遂行＝国際義務の遂行が要請されたことである。世銀は、一九九〇年代初頭に、従来の構造調整
政策を点検し、市場経済化の推進継続を確認する一方、 「外部経済」に係る環境問題への注視（一九九〇年） 、 さらに 「所得分配の不平等」に係る貧困緩和の実現（一九九一年） 、具体的には絶対的貧困に加え、市場経済化の過程で顕在化した相対的貧困の是正、それによる社会的・政治的安定の維持という市場の失敗の補完をも、途上国府が経済開発を遂行するに際し意識的に解決すべき課題の一つとして強調したが、 ベトナム 工業化 ・近代化もまた、その実施に際し、こうした「国際標準」 実現 忠実な遵守が義務づけられたのである。　
第二に、そこには当時の特殊ベ
トナム的事情もまた反映していた。国際社会による援助再開は、部分的には積年の懸案であっ ベトナム戦争行方不明米軍人捜査問題（ＭＩＡ）解決に向けてのアメリカとの合意（一九九三年）を受けてのものであった。米越は、一九九四年には国交正常化＝アメリカの対越禁輸措置廃止を実現、一九九五年にはベトナムは東南アジ諸国連合（ＡＳＥＡＮ）への加盟をも得たが、この米越関係改善受けて開始された工業化・近代化
は、ベトナムをして国内に残存し貧困を継続する多数のベトナム戦争功労者・被害者の複雑な対米感情に対処すべきことをも同時に要請した。事実、 共産党は、 工業化 ・近代化開始決定直前の一九九三年末に、旧革命根拠地を中心に残存する戦争功労者 ・ 被害者らへの 「恩を返し義理に報いる」運動 開始すべきことをも決定 が、これもまた社会政策的志向の強い開発戦略の実施に直結したのであ　
いずれにせよ、世銀は、一九九
八年には「包括的開発フレームワーク」を提示し、貧困緩和の実現に実効力をともなわせるべく、 『貧困削減戦略報告書』の作成・優先的行動戦略の策定 途上国一般に義務づける 至るが、ベトナムにおける工業化・近代化もまた、こうした「国際標準」と上述の国内問題との同時解決を目指して、その開始とともに 内諸地域間 均等的な地域開発（象徴は極貧農村二〇〇〇余への支援。一九九七年） 、さらに二〇〇一年以来 農業・農村の工業化・近代化 たとえば雇用創出力の高い中小企業よる農村工業振興、関連して新農村建設国家プログラム、中国と同様に農業・ 民 を注視する
カントー市近郊の個人農保有地全景
（筆者撮影　2016 年 9 月 13 日）
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関連して、世銀は、一九九〇年代以来、市場経済化のさらなる推進のなか、市場の発達水準の低位性の打破＝市場の低位性に起因する市場の失敗の補完を政府の担うべき役割 一つとし 政府スタッフの教育・訓練水準 向上 途上国
政府に勧告してきた。それは、ベトナムでは「人的資本の水準の向上」として遂行され もきた。こうした世銀の方向は、上述の「包括的開発フレー ワーク」の提示（一九九八年）以来、市場経済を補完する経済制度・ くみを有効活用することへの関心の高まりもあり、途上国政府機関における行政改革、さらには制度改革の推進へと転じて今日に至っている。　
ベトナムでは、行政改革は、ド
イモイ開始以来、汚職・腐敗を打破し「よい統治」を実現する一環として、恒常的な目標の一つであった。しかし、一九九八年の世銀の新方針以来、行政改革は、 「公共財」たる適切な経済 ンフラの供給増加に加えて、第九回党大会（二〇〇一年） ・ 第一〇回党大会 （二〇〇六年）の際の最大の関心事だった、二〇〇七年 世界貿易機関（ＷＴＯ）への加盟＝経済のグローバル化のなかでのドイモイの推進という新情勢のなか、行政・制度改革における社会主義法治国家の建設＝「公共財」としての法整備の促進、とりわ 税制・税関改革等、外資導入を促進す 投資環境の向上を目指すそれに重点が置かれてきた。
　
ベトナムにとっての外資は、政




しては、既述の外国投資法（一九八七年：改正一九九〇年・一九九二年・一九九六年・二〇 〇年：二〇〇五年に現 「投資法」 ） のほか、土地法（一九八八年：改正一 九三年・ 三 ・二〇一三年） 、会社法 個人企業法（一 九〇破産法（一九九三年：改正 〇










った経済成長率は、一九九一～九五年に八・二％を記録した後、一九九五～二〇〇〇年七％ 二〇〇一～〇 七・三％、二〇〇六～一〇年六・三％、二 一〇～一五
カントー市内の水上マーケット近傍を行き来する船舶
（筆者撮影　2016 年 9 月 13 日）
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年五・九％と、漸減してはきたものの、比較的高い成長率の達成を継続してきた。一九九〇年には二〇〇ドルでしかなかった一人あたり所得は二〇〇九年には一〇 〇ドルに達し、ベトナムは低所得国から中所得国への仲間入りを果たした。二〇一五年の一人あたり所得は、二二〇〇ドル程度が見込まれている。絶対的貧困の割合も、二〇一二年に九・六％、二 一五年六％と低下の一途を得ている。　
産業構造も一歩高度化した。国












金利用の非効率を強調する際には、それは、途上国一般に共通する教育・訓練事業 不首尾、とくに公務員へのそれに加え、政府機関における行政・制度改革の不首尾、いうなればハード面 てソフト面にも及ぶ技術革新の不首尾に帰結するといえよう。とく 裾野産業の形成・発達の面に典型的みられる外資導入戦略の不首尾の克服、それと密接 関連する国営企業改革の遅々たる進展状況に象徴される開発戦略 立案 実施不首尾の克服、具体的には既存の比較優位の発揮から「作られた比較優位」の発揮へのシフトの不首尾の克服が課題であ 。　
北部では九〇％以上の農民がそ
の継続を望まない耕地 交換分合の不首尾、南部では契約不履行が多発する企業・農民間の複合契約の不首尾等に表現される、農村域を中心とした協力行動＝共同体の活用 もまた そが今後の課題である。　
こうした問題点・課題の根本的
な原因は、共産党も主張するように、ベトナム経済自体の「開発途上性」 、とりわけ計画経済を経験した自給自足経済から市場 への転換の「開発途上性」に帰結す
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